
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業界紙「ファスニングジャーナル５月２５日号」に 

弊社顧問先様の勉強会が取り上げられました。 

テーマは「 最新の労務管理と助成金 」 

 エールでは社内セミナーや経営者団体の勉強会などをお

引き受けしています。ご要望がありましたら、お気軽にお寄

せ下さい。 

 ６月２３日、神奈川県主催で神奈川県労働プラザ（石川町）

にて「不況下の労務管理と雇用調整」のセミナー講師を務め

ます。（無料：先着７０社：申込は神奈川県） 
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2009 年 6 月号 

発行 ：社会保険労務士法人エール 
〒222-0032 横浜市港北区大豆戸町 1018 

TEL  045-549-1071   FAX  045-549-1072 

Email ： info@sr-yell.com 

● 代表鎌倉より  ● ファスニングジャーナルに掲載されました ● ４月から始まっているねんきん定期便について 

● 新型インフルエンザ、休業手当の支払いは必要？ ● 雇用ニュース ● 労務相談室：副業を認めるか？  ● スタッフコラム 

鎌倉です。 先日、愛車のプリウス（といっても初代プリウスなので９年経ってます）の整備に販売店に行きました。 店舗

は、新型プリウスＶＳホンダインサイトの試乗でにぎわっていました。 初代プリウスは１万台だったのに、新型プリウスは

不況下でも予約１１万台を超える勢いだそうです。新型の燃費はリッター３８キロとか！ 

 私がプリウスを選んだ理由は、①車種には疎いので、「やっぱりエコカーといえば、プリウスじゃないか？（他をよく知ら

ない）」 ②メタリックの水色が好き という単純な発想によるものでした。 

 今後、全ての企業は、「エコ」の精神をもつということは避けて通れないのではないでしょうか。 消費者は今の利便性を

捨ててまで「環境保全」をはかることはなかなかしないでしょうが、気持ちとしては「エコ」でありたいと願っているので、同

じような商品が並んでいたならば「エコ」の精神がある会社の方を選ぶでしょう。 かくいう私も日常、時間に追われている

ので、「利便性」はなかなか捨てられません。しかし、将来を思えば、地球の破綻を防ぎたいと思っているので、物を選ぶ

ときは「エコ」の精神がある方を選びます。 環境やエネルギーに直接関係ないような企業であっても、今後、価値観や判

断基準は、「地球に優しいか」「良心に基づいた経営か」 ということが求められていくのでしょうね。不況下でも好調な商

品には「節約」「エコ」のキーワードがあてはまるようです。  

さて、企業の「節約」の流れの中で、給与計算のアウトソーシングのご依頼が増えています。 そこで、弊社でインター

ネットを利用した勤怠管理システムと労働時間分析ができるよう、只今準備を進めております（まず弊社で実験中です）。

企業様の方でタイムカードの代わりにパソコンの用意と、ジャパンネット銀行の口座開設が必要になりますが、弊社で随

時、労働時間の自動集計と分析が可能になります。（重要なのは分析の方です！） 残業申請制をとっている企業にも対

応可能です。 まだ、準備段階ですが、ご興味をお持ちの企業様は、お気軽にお問い合わせ頂ければと思います。 



 

 

◆「ねんきん定期便」とは？ 

今年の４月からは、年金加入者（国民年金・厚生年金の被保険者。約 7,000 万人）に対し、「ねんきん

定期便」の送付が始まりました。社会保険庁は、これにより年金記録の「再点検」を求めるとしています。

なお、送付の周期は「毎年誕生月に送付（※1 日生まれの方は誕生日の前月）」となっています。 
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標準報酬月額について特に確認が必要な方は、下記の書類が同封されます。 

◆ 標準報酬月額の引き下げ処理と同日もしくは翌日に資格喪失処理が行われている場合 

◆ ５等級以上遡及して標準報酬月額が引き下げられている場合 

◆ ６か月以上遡及して標準報酬月額が引き下げられている場合 

標準報酬月額とは・・・ 

●被保険者が事業主から労務の対償として受けるすべてのものを

いい、賃金、給料、手当などその名称にかかわらず対象になりま

す。従って、通勤手当や宿直手当等も含まれます。 

確認する場合は？ 

●当時の給与明細のほか、預金通帳（口座振込みの場合）なども

確認資料となります。 

 この「定期便」では、「特別便」とは異なり、記録の改ざんなども見抜けるような工夫が 

なされています。自分の年金加入記録（履歴）に加え、下記も記載されています。 

（１） 標準報酬月額 

（２） 保険料の納付実績 

（３） 将来の年金見込額（※年金受給者を除く） 

● 50 歳未満の方・・・加入実績に応じた年金見込み額 

● 50 歳以上の方・・・「ねんきん定期便」作成時点の加入制度に引き続き加入した場合

の将来の年金見込額 



 

 

 

新型インフルエンザを理由として従業員を自宅待機させる場合の給与の支払いについては、「罹患をした

場合」、「罹患が疑わしく医療機関への受診により休業する場合」、「罹患が疑わしく自主的な判断で休業を

させる場合」を分けて考える必要があります。 

労働基準法第 26 条では、使用者の責に帰すべき事由によって従業員を休業させる場合には、平均賃金

の6割以上の休業手当を支払わなければならないと定めていますが、この休業手当を支給しなければならな

い場合は、「罹患が疑わしく自主的な判断によって休業をさせる場合」のみに留まり、「罹患した場合」「罹患

が疑わしく医療機関の受診により休業する場合」においては、休業手当の支給は必要ありません。 

国等が新型インフルエンザ患者やその疑いのある者に対して入院勧告や発生地域の企業に対して新型イ

ンフルエンザの症状が認められる社員に出勤停止や受診勧告を行う場合、都道府県等の勧告に従い、感染

者やその疑いのある社員を自宅待機させる場合は、休業手当の支払いは不要となります。 

実務上は、有給休暇か病気休暇などの使用を認めるか、感染者については健康保険傷病手当金の申請

をすることになるでしょう。 

「海外発生期」には、国内流入を防ぐため、発生地域からの入国者に対し質問票や診察で患者を振り分け

ることがあります。そこで新型インフルエンザの患者の疑いがあれば検疫法に基づき停留、患者と確定され

れば入院勧告が行われますので、この措置によって海外から帰国した社員が停留または入院となり、出社

できない期間は休業手当の支払いは不要となります。 

これらのケース以外で、会社が独自の判断で国等の措置を超えて、社員に自宅待機を命じる場合には休業

手当を支払わなければなりません。 

★平成15年に流行したＳＡＲＳ（重症性呼吸器症候群）についての労働局から厚生労働省へ照会をした下

記の取扱いが参考になります。 

 

ケース 労働基準法第 26 条の休業手当の支払い義務

① 国等の強制的な措置に基づく場合 

□感染症法第 45 条に基づき健康診断の受診勧告

を受けた労働者を休業させる場合 

□感染症法第 45 条に基づき入院勧告を受けた労

働者を休業させる場合 

な   し 

② 国等が要請している措置に基づく場合 

□疑い例に該当する労働者を休業させる場合 

□伝播確認地域から帰国した労働者を 10 日間自

宅待機させ休業を命じる場合 

原則としてなし 

※ 但し、伝播確認地域への渡航延期勧告発

令後に使用者が当該地域への出張を命じた場

合は支払い義務あり

③ ①および②に該当しない場合であって、事業主の

自主的な判断で休業させる場合 

あ   り 

（平成 15 年 5 月 22 日付厚生労働省が労働局に回答した趣旨） 
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★なお、図表における伝播確認地域は、新型インフルエンザの場合、平成21年 5月 20日現在、メキシコ・ア

メリカ合衆国・カナダの３カ国のみとなっています。関西（大阪・神戸・芦屋）地区については伝播確認地域

と解釈は可能と思われます。今後も、厚生労働省の動きを確認の必要があろうかと思います。根拠なく疑

いのみによって休業を命じる場合には、上記に該当し、休業手当の支払い義務が発生するため注意が必

要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用ニュース 休業・解雇関連事件  

 

 

◆元期間従業員の賃金減額、いすゞに全額支払い命令 地裁支部 〔5 月 13 日：日経〕 

契約期間が残っているのに減産によって休業扱いとし、賃金を 6割に減額したのは不当として、 

いすゞ自動車栃木工場（栃木県大平町）の元期間従業員ら 3 人が契約期間中の賃金全額支払いを求

めた仮処分申請で、宇都宮地裁栃木支部は 12 日、いすゞに全額支払いを命じる決定をしました。 

3 人への支払額は計約 80 万円。 

橋本英史裁判官は決定理由で「一方的な減額は労働者側にとって過酷で重大な不利益」と指摘。休

業日数が少なく賃金が減額されなかった正社員との待遇の違いについて「両者の差別について合理性

を認めることは困難。営業、経常利益は黒字で、経営状況は健全である」としました。 

原告団は記者会見で「完全勝利であり、感激している。いすゞには素直に非を認めてもらいたい」と喜

びを語りました。一方、いすゞは「内容を見ていないのでコメントできない」としています。 

栃木工場では当初解雇予告をしましたが、後に撤回。残り期間は休業扱いとし 6割の賃金を支払うこ

とを申し入れていました。 

 

◆期間従業員らがいすゞを提訴 雇用継続求める 〔4 月 3 日：日経〕 

減産を理由に雇用期間の途中で解雇されたり雇用契約の更新がされなかったりしたとして、いすゞ自

動車の工場で働いていた元派遣社員や期間従業員ら 12 人が 2 日、同社を相手取り、雇用の継続や 1

人あたり 300 万円の慰謝料など総額 6200 万円の支払いを求める訴訟を東京地裁に起こしました。 

訴状によると、12 人は同社の栃木工場（栃木県大平町）と藤沢工場（神奈川県藤沢市）で働いていま

した。 

昨年 12 月以降に派遣元から相次ぎ解雇された派遣社員 8人に続き、期間従業員の 4人も 7 日までに

契約が切れるという。「整理解雇の要件を満たしておらず、解雇権の濫用にあたる」としています。  
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【関連法規】 労働基準法 第 26 条（休業手当） 

 使用者の責に帰すべき事由による休業の場合においては、使用者は、休業期間中当該

労働者に、その平均賃金の 100 分の 60 以上の手当を支払わなければならない。 
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企業は通常、社員の兼業を禁止していることが多いでしょう。 

 1日24時間のうち、会社と従業員が関係を持つ時間は所定労働時間であれば8時間、残業が1日2～3

時間であったとしても1日の半分以下ですから、それ以外の時間、社員が他社で働き、収入を得ること

は物理的に不可能とはいえませんし、本来、会社を離れた時間、本人がいかに時間を使おうが原則と

して自由といえます。 

しかしながら、1日8時間以上働いた社員がその後、他社で3～4時間働き、また翌日会社に出社するということを

繰り返していると、いかに頑強な社員であれ、精神的・肉体的な疲労が蓄積されます。その結果、遅刻・欠勤を繰

り返したり、あるいは仕事中に居眠りしたり、集中力を欠きミスが多発したりするなどの問題行動が多発するおそ

れがあります。また、副業先が同業他社等の関係会社であれば、社内の秘密情報が漏洩する危険性も考えられ

ます。 そのため、従来から多くの企業において、以下のような兼業禁止規定が設けられてきました。 

 

 

 

 

 

上記のような規定を設けている企業において,今回のような不況下での副業解禁の対応としては、以下3通りのも

のが考えられます。（例） 

① 完全解禁 兼業禁止規定を削除し、兼業を自由に認める方式 

（規定例） 
附則第○条 本就業規則第○条に定める兼業禁止規定は、平成○年○月○日から

同年△月△日まで一時的にその法的効力を停止する。 

② 届出制 一定の基準を設定し、それに合致しない場合は見直しを指導する方式 

（規定例） 
第○条 従業員が就業時間外に兼業を行う場合は、事前に会社に届出を行わなけれ

ばならない。無届の兼業はこれを禁止する。 

③ 許可制 一定の基準設定のうえ、あらかじめ申告等をさせて許可を受けた者だけが兼業を許さ

れる方式 

（規定例） 
第○条 従業員が就業時間外に兼業を行う場合は、事前に会社から許可を得なけれ

ばならない。無許可の兼業はこれを禁止する。 

自社にあった対応を検討してみて下さい。 

      今まで就業規則等で社員の兼業を全面禁止としてきましたが、景気の悪化による休業などで給与も下

がっているために、今回に限り副業を認めることを検討しています。 容認にあたり、企業実務上、どの

ような点に注意すべきでしょうか？ 

 

 労務相談室 
 【今月のテーマ】  従業員の副業を認めるか

 

(従業員の遵守事項)  

  他の会社の役員に就任し、または従業員として雇用契約を結び、あるいは営利を目的 

とする業務を行わないこと。 



 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今月のコラムは、 

川村が 

担当します。 
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川村です。 

６月に入りましたが、未だ景気回復の兆しが見えません。「中小企業緊急雇用安定助成金（雇用調整助

成金）」について、厚生労働省が３月に申請を受理した事業所の数は約４万８千事業所に拡大しており、

対象となる従業員は約２３７万人にのぼり、過去例がない規模で休業している企業が増加しています。

この助成金は、教育訓練を行った場合、１人６,０００円／日（大企業は１，２００円）が加算されま

す。以前は、基準が曖昧で利用しにくかったのですが、３月に大幅に改善されたことで大変使いやすく

なりました。助成金も加算される上、ただ休業させるのではなく今のうちに将来に向けての教育ができ

るので、教育訓練は行うことは大変メリットがあります。 

 従業員教育を行うことは大切なことですが、従業員とのコミュニケーションを図ることも、教育訓練

と同じくらい大切だと思います。 

休業を行うことで従業員は大変不安に思っています。従業員との対話を通じて、社長の思いや会社の姿

勢をはっきり示すことで従業員も安心するのではないでしょうか。 

そして、将来、景気が回復したときに最高のパフォーマンスで働いてもらい、利益を生んでもらうため

にも、強い絆を作っておく必要あると思います。今まで、忙しくてなかなか出来なかった「従業員との

対話」を積極的に図ってみてはいかがでしょうか？ 

手続きをご依頼頂いている企業様へ 

● ６月上旬に労働局から「労働保険料申告書」が送付されます。お手元に届きましたら、  

弊社までご送付下さい。 （※労働保険事務組合に委託している企業様以外） 

労働保険料申告書の右下に、複写２枚とも代表印を押印下さい。 

● ４月・５月・６月支給分の賃金台帳を弊社までご送付下さい。 

（メール・ＦＡＸでも結構です。） 

※４月～６月の間に一時帰休のために給与が通常の月と比べて、変更になっている場合にはご連

絡下さい。３ヶ月以上の休業の場合は、社会保険料を早く下げられる場合があります。 

● 昇給・降給・賃金体系の変更等がある場合には弊社までご連絡下さい。 

・日給→月給、月給→時給など 

・役員報酬の変更 ・ 諸手当（通勤手当も含みます）の金額の変更 

● 賞与支給の有無、支給日、支給額が決定しましたらご連絡下さい。 


